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法令及び定款に基づくインターネット開示事項② 

 

第1号議案 当社とコムシスホールディングス株式会社との株式交換契約承認の件におけ

る他の株式交換完全親会社（コムシスホールディングス株式会社）の定款及び最終事業年

度（平成30年３月期）に係る計算書類等 

 

 

 

 

上記事項は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ 

サイト（https://www.sysken.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供し 

    ております。 

 

株式会社ＳＹＳＫＥＮ 
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[添付書類］
事業報告 （平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項
１）事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府や日銀による各種政策の効果や、欧米を中心
とした海外経済の回復を背景に、企業収益や雇用環境が改善するなど、景気は緩やかな回復
基調が続いております。ただし依然として、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影
響等に留意する必要があります。
　コムシスグループを取り巻く情報通信分野におきましては、通信事業者間のサービス競争
が激化する中、コンテンツ等の付加価値サービスが拡大しております。それに伴い、急増す
る大容量のトラフィックに対応するためモバイルネットワークの高度化が進められています。
また、公共・民間分野におきましては、政府や行政による国土強靭化施策、再生可能エネル
ギー政策、東京オリンピック・パラリンピック開催等による社会インフラ投資や、ＩｏＴ、
ＡＩ（人工知能）など新たなイノベーションを活用したＩＣＴ投資の拡大が期待されており
ます。
　コムシスグループといたしましては、太陽光発電設備工事やバイオマス発電設備工事をは
じめとした再生可能エネルギー事業や、スマート社会に向けた公共投資・ＩＣＴ投資の増加
に対応した新たな事業領域へのチャレンジ及びＭ＆Ａの実施等トップラインの拡大に取り組
んでまいりました。また、成長事業分野への要員流動や、働き方改革の推進により施工効率
の向上及び経費削減等の利益改善にも努めてまいりました。
　このような状況のもと、当連結会計年度の業績につきましては、受注高4,022億２千万円
（前期比8.7％増）、売上高3,800億２千万円（前期比13.7％増）となりました。
　また、損益につきましては、営業利益303億４千万円（前期比21.2％増）、親会社株主に
帰属する当期純利益203億９千万円（前期比40.8％増）となりました。



　なお、グループ別の業績については、以下のとおりであります。

【グループ別の受注高・売上高・セグメント利益[営業利益] 】
(単位：百万円)

セグメントの名称
受注高 売上高 セグメント利益

[営業利益]
金 額 増減率 金 額 増減率 金 額 増減率

日本コムシスグループ 262,661 7.0% 245,302 14.8% 20,621 12.6%

サンワコムシスエンジニアリンググループ 58,150 30.7% 53,084 25.8% 4,201 129.1%

ＴＯＳＹＳグループ 22,300 △2.4% 23,195 3.0% 1,390 12.9%

つうけんグループ 48,263 0.6% 47,873 3.8% 2,801 6.4%

コムシス情報システムグループ 9,258 10.9% 8,976 5.4% 940 23.7%
(注)「受注高」及び「売上高」は外部顧客への取引高を記載しております。なお、「セグメント利益」は当社
及びセグメント間取引により生じた利益を含んでおります。

日本コムシスグループの業績
　日本コムシスグループは、通信事業者の設備投資の減少があったものの、国土強靭化施策やイ
ンフラの老朽化対策などの公共事業及び太陽光発電設備工事をはじめとする再生可能エネルギー
事業への取り組み及びＭ＆Ａによる子会社化（株式会社カンドー）等のトップライン拡大に取り
組んでまいりました。
　この結果、受注高及び売上高は増加となり、営業利益も、構造改革や働き方改革の推進による
生産性向上等により増益となりました。

サンワコムシスエンジニアリンググループの業績
　サンワコムシスエンジニアリンググループは、ＮＣＣ事業ではトップシェアの継続維持、社会
システム事業では強みである電気設備工事の分野で新規案件開拓等に積極的に取り組んでまいり
ました。
　この結果、受注高及び売上高は増加となり、営業利益も、継続的な経費削減施策、現場マネジ
メントの強化等により増益となりました。



ＴＯＳＹＳグループの業績
　ＴＯＳＹＳグループは、通信事業者による設備投資の減少や公共投資が首都圏に集中するなど
厳しい状況の中「攻めの営業」等に取り組み、受注高及び売上高の拡大に努めてまいりました。
　この結果、受注高は減少となったものの、売上高は工事完成の早期化等により増加し、営業利
益も、グループ一体的事業運営の推進や改善施策の取り組みにより増益となりました。

つうけんグループの業績
　つうけんグループは、お客様への積極的な提案営業を推進するとともに、業務集約をはじめと
したグループ一体的事業運営など各種施策に取り組んでまいりました。
　この結果、受注高及び売上高は、グループ会社が新規受注を獲得したこと等により増加となり、
営業利益も、「筋肉質な経営基盤の構築」を目指したグループ全体の経費削減により増益となり
ました。

コムシス情報システムグループの業績
　コムシス情報システムグループは、通信事業分野のシェアを維持しつつ、官公庁系や金融系の
新たな事業分野への進出に取り組んでまいりました。
　この結果、受注高及び売上高は増加となり、営業利益も、継続的に進めているプロジェクトマ
ネジメント等により増益となりました。

当社（持株会社）の業績
　当社は、日本コムシス株式会社等統括事業会社から経営管理料として10億７千万円、配当金と
して67億９千万円を収受いたしました。この結果、営業収益78億６千万円、営業利益67億８千
万円及び当期純利益67億５千万円となりました。



２）資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

３）設備投資等の状況
　当連結会計年度において実施いたしましたコムシスグループの設備投資総額は144億３千
万円であります。その主なものは、工事基地の機能強化を図るため、日本コムシス株式会社
による工事車両用駐車場建設用地の取得（東京都港区）であります。また、コムシスクリエ
イト株式会社による売電事業に係る太陽光発電所建設であります。さらに、コムシスグルー
プの業務支援システムやワークフローシステムの機能追加のほか、工事車両及び工具器具備
品の拡充・更新等への投資であります。

４）財産及び損益の状況の推移

区 　 　 分 平成26年度
（第 12 期）

平成27年度
（第 13 期）

平成28年度
（第 14 期）

平成29年度
(当連結会計年度)
（第 15 期）

売上高 （百万円） 328,631 320,654 334,163 380,024

経常利益 （百万円） 28,121 24,223 25,341 30,706
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 16,767 15,420 14,485 20,390

1株当たり当期純利益 （円） 142.72 136.75 129.96 178.64

総資産 （百万円） 264,019 266,066 284,367 328,192

純資産 （百万円） 194,038 196,543 202,943 231,767

1株当たり純資産 （円） 1,682.70 1,764.13 1,848.33 2,008.42

（注）1株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数によって算出し、1株当たり純資産は期末発行済株式総
数によって算出しております。なお、期中平均発行済株式総数、期末発行済株式総数は、いずれも自己株
式を控除して算出しております。また、小数点第2位未満を四捨五入で表示しております。



５）対処すべき課題
　コムシスグループを取り巻く環境は、情報通信分野におきましては、スマートフォンやタ
ブレット端末の多様化・高機能化に向けた技術革新等、サービス内容やマーケット状況の変
化に伴う需要喚起はあるものの、通信事業者の投資構造につきましては、インフラ整備から
コンテンツ等のサービスへ転換したことによる設備投資の減少が見込まれるなど、厳しい経
営環境が想定されます。
　一方、公共・民間分野におきましては、ＩＣＴを活用したＩｏＴや東日本大震災の本格復
興、国土強靭化施策、再生可能エネルギー事業、東京オリンピック・パラリンピック開催に
向けた社会インフラ投資の増加が期待されております。
　このような状況のもと、コムシスグループといたしましては、中長期ビジョン実現に向け
て、構造改革への取り組みや、民需系事業の拡大及びＭ＆Ａ等のトップライン拡大に努めて
まいりました。更に、成長を加速させ中長期ビジョンの早期実現のため、成長戦略として「コ
ムシスビジョン2020」を新たに策定し推進を図っており、具体的には以下を主要施策とし
て取り組んでまいります。

【主要施策】
① 事業カンパニー制による売上・利益の拡大
② 新たな再生可能エネルギー事業の推進
③ ワークスタイルイノベーションを含む生産性の向上
④ Ｍ＆Ａ戦略の継続

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い
申しあげます。



６）主要な事業内容（平成30年3月31日現在）
　コムシスグループは、建設業法に基づき特定建設業者及び一般建設業者として、電気通信・
土木・電気等各工事に関する請負を主たる事業としております。

事 業 種 別 内 訳

ＮＴＴ設備事業 ＮＴＴ通信設備工事、ＮＴＴドコモ通信設備工事

ＮＣＣ設備事業 ＮＴＴグループ以外通信設備工事

ＩＴソリューション事業 ＩＣＴ関連工事、各種ソフトウェア開発・受託、保守

社会システム関連事業等 電気設備工事、土木工事、ガス設備工事、環境・エコ関連工事、その他

７）主要な拠点等（平成30年3月31日現在）
コムシスホールディングス株式会社 東京都品川区

日本コムシス株式会社
本　社 東京都品川区

大阪市中央区〔西日本本社〕

支　店
北海道（札幌市）、東北（仙台市）、関東中（戸田市）、
東海（名古屋市）、北陸（金沢市）、関西（大阪市）、
中国（広島市）、四国（徳島県板野郡）、九州（福岡市）

サンワコムシスエンジニアリング株式会社

本　社 東京都杉並区

支　店

北海道（札幌市）、東北（仙台市）、
東海（名古屋市）、静岡（静岡市）、
関西（大阪市）、北陸（金沢市）、中国（広島市）、
四国（高松市）、九州（福岡市）、沖縄（那覇市）、
ジャカルタ（インドネシア共和国）

株式会社ＴＯＳＹＳ
本　社

長野市若穂綿内
長野市北長池〔長野本社事務所〕
新潟市西区〔新潟本社事務所〕

支　店 佐久（佐久市）、中信（塩尻市）、南信（伊那市）

株式会社つうけん

本　社 札幌市中央区

事業部
及　び
事業所

神奈川事業部（横浜市）
札幌事業所（札幌市）、小樽事業所（小樽市）、
旭川事業所（旭川市）、稚内事業所（稚内市）、
帯広事業所（帯広市）、釧路事業所（釧路市）、
北見事業所（北見市）、函館事業所（北斗市）、
苫小牧事業所（苫小牧市）、室蘭事業所（室蘭市）

コムシス情報システム株式会社
本　社 東京都港区
事業所 仙台（仙台市）、長野（長野市）



８）従業員の状況（平成30年3月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数

日本コムシスグループ 6,349名

サンワコムシスエンジニアリンググループ 1,478名

ＴＯＳＹＳグループ 1,184名

つうけんグループ 1,837名

コムシス情報システムグループ 527名

コムシスシェアードサービス株式会社 148名

当社 58名

合 計 11,581名
(注)　従業員数は、就業人員数であります。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

58名 3名増 47.8歳 19.4年
(注)　従業員数は、就業人員数であり、主としてグループ会社の出向者からなるため、

平均勤続年数は各社における勤続年数を通算しております。

９）重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係
　該当事項はありません。



②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

百万円 ％
日本コムシス株式会社 10,000 100.0 電気通信設備工事事業
サンワコムシスエンジニアリング株式会社 3,624 100.0 電気通信設備工事事業
株式会社ＴＯＳＹＳ 450 100.0 電気通信設備工事事業
株式会社つうけん 1,432 100.0 電気通信設備工事事業
コムシス情報システム株式会社 450 100.0 ソフトウェア開発等
コムシスシェアードサービス株式会社 75 100.0 共通業務受託等
コムシスモバイル株式会社 54 （100.0） 電気通信設備工事事業
コムシスエンジニアリング株式会社 80 （100.0） 電気通信設備工事事業
ウィンテック株式会社 80 （100.0） 電気通信設備工事事業
東京鋪装工業株式会社 100 （100.0） 道路建設・舗装工事事業
株式会社カンドー 448 （100.0） ガス設備・導管工事事業
コムシス通産株式会社 60 （100.0） 資機材の仕入れ・販売等
三和電子株式会社 90 （96.0） 電気通信設備工事事業
株式会社アルスター 40 （100.0） 電気通信設備工事事業
株式会社つうけんアドバンスシステムズ 350 （100.0） ソフトウェア開発等
株式会社つうけんアクト 50 （100.0） 資機材の仕入れ・販売等
コムシステクノ株式会社 50 （100.0） ソフトウェア開発等
(注)1.　（　）内の出資比率は、子会社の有する出資比率であります。
2.　重要な子会社は、売上高等の基準により選定しております。
3.　当社は、平成29年7月1日に株式交換により株式会社カンドーを完全子会社とし、同日付で、当社
の完全子会社である日本コムシス株式会社へ株式譲渡を行いました。

③　事業年度末日における特定完全子会社の状況
会 社 名 住 所 帳簿価額の

合 計 額
当 社 の
総 資 産 額

日本コムシス株式会社 東京都品川区東五反田二丁目17番1号 47,006百万円 99,930百万円

10）主要な借入先（平成30年3月31日現在）
　該当事項はありません。



2 会社の株式に関する事項（平成30年3月31日現在）
１）発行可能株式総数 580,000,000株
２）発行済株式の総数 141,000,000株（うち自己株式26,382,145株）
３）当事業年度末の株主数 9,442名
４）大株主

株 主 名 持 株 数
（株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 22,899,900 19.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 13,074,300 11.40

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 2,933,300 2.55

日本生命保険相互会社 2,590,869 2.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（三井住友信託銀行再信託分・住友電気工業株式会社退職給付信託口） 1,607,000 1.40

明治安田生命保険相互会社 1,554,967 1.35

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 1,505,600 1.31

日本電気株式会社 1,408,294 1.22

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　３８５１５１ 1,402,042 1.22

ＢＮＹＭ　ＦＯＲ　ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　ＪＡＰＡＮ 1,262,400 1.10
（注）1.　当社は、平成30年3月31日現在自己株式26,382,145株を保有しておりますが、上記大株主から除外

しております。
2.　持株比率は自己株式控除後の発行済株式総数により算出しております。

５）その他株式に関する重要な事項
　当社は、株主の皆様への一層の利益還元と企業環境の変化に対応した機動的な資本政策の
遂行を可能とするため、会社法第165条第2項及び定款第6条の定めにより、自己株式を取得
しております。
取 締 役 会 決 議 取 得 株 式 数 取 得 価 額

平成29年5月9日 1,957,500株 4,999,993,400円

平成29年11月7日 1,049,800株 2,999,981,300円



3 会社役員に関する事項
１）取締役の氏名等（平成30年3月31日現在）
氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

加賀谷　　　卓 代表取締役社長 日本コムシス株式会社 代表取締役社長執行役員社長

伊 東 則 昭 取締役
コンプライアンス担当

日本コムシス株式会社 代表取締役会長
一般社団法人情報通信エンジニアリング協会 会長

小 川 亮 夫 取締役 株式会社ＴＯＳＹＳ 代表取締役社長

大 村 佳 久 取締役 株式会社つうけん 代表取締役社長

坂 本 繁 実 取締役
ＮＣＣ事業推進、民需事業推進担当 サンワコムシスエンジニアリング株式会社 代表取締役社長

青 山 明 彦 取締役 コムシス情報システム株式会社 代表取締役社長

熊 谷 　 仁 取締役　経営企画部長
事業改革推進、ＩＴシステム担当 日本コムシス株式会社 取締役常務執行役員 経営企画部長

佐 藤 謙 一 取締役
ＮＴＴ事業推進担当 日本コムシス株式会社 取締役常務執行役員 ＮＴＴ事業本部長

尾 﨑 秀 彦 取締役　財務部長兼事業拡大推進室長
ＩＲ、内部統制監査、総務担当

須 田 憲 雄 取締役　人事部長
モバイル事業推進担当 日本コムシス株式会社 取締役執行役員 人材育成部長

西 山 　 剛 取締役（常勤監査等委員）

上　脇　晃一郎 取締役（監査等委員） 日本コムシス株式会社 監査役

成 宮 憲 一 取締役（監査等委員）

宮 下 正 彦 取締役（監査等委員） ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士

三 枝 隆 治 取締役（監査等委員） 西日本三菱自動車販売株式会社 社外監査役
中部三菱自動車販売株式会社 社外監査役

小野原　一　賀 取締役（監査等委員）



（注）1.　平成29年6月29日開催の第14回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社へ移行
しております。当該移行に伴い、上脇晃一郎、三枝隆治、小野原一賀の3氏は任期満了により監査役
を退任し、監査等委員である取締役に選任され、それぞれ就任いたしました。また、西山　剛、成宮
憲一、宮下正彦の3氏は任期満了により取締役を退任し、監査等委員である取締役に選任され、それ
ぞれ就任いたしました。

2.　平成29年6月29日開催の第14回定時株主総会において、新たに青山明彦及び須田憲雄の両氏が取締
役に選任され、それぞれ就任いたしました。

3.　監査等委員である取締役成宮憲一、宮下正彦、三枝隆治、小野原一賀の4氏は、社外取締役でありま
す。

4.　監査等委員である取締役成宮憲一、宮下正彦、三枝隆治、小野原一賀の4氏は、東京証券取引所に独
立役員として届け出ております。

5.　社内の重要会議への出席等による情報収集の充実を図り、かつ内部統制監査部との緊密な連携を通じ
て、監査等委員会の活動の実効性を高めるため、西山　剛氏を常勤の監査等委員として選定しており
ます。

6.　当事業年度中に任期満了により退任いたしました役員は次のとおりであります。
代表取締役社長 髙 島 　 元 （平成29年6月29日退任）
取 締 役 西 山 　 剛 （平成29年6月29日退任）
取 締 役 成 宮 憲 一 （平成29年6月29日退任）
取 締 役 宮 下 正 彦 （平成29年6月29日退任）
監 査 役 小 森 　 浩 （平成29年6月29日退任）
監 査 役 上　脇　晃一郎 （平成29年6月29日退任）
監 査 役 三 枝 隆 治 （平成29年6月29日退任）
監 査 役 小野原　一　賀 （平成29年6月29日退任）

２）責任限定契約の内容の概要
　当社は各監査等委員である取締役と、会社法第427条第1項の規定、当社定款第32条に基
づき、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する最低限度額であります。



３）当事業年度に係る報酬等の額
区　　分 員　　数 支　給　額

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

14名
(2名)

174百万円
(3百万円)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

6名
(4名)

35百万円
(21百万円)

監　査　役
（うち社外監査役）

4名
(2名)

7百万円
(3百万円)

合　　　計
（うち社外役員）

18名
(4名)

217百万円
(27百万円)

（注）1.　上記支給額には、当事業年度中に退任した取締役4名及び監査役4名に対する報酬額が含まれており
ます。なお、当社は、平成29年6月29日に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行してお
ります。

2.　監査等委員会設置会社移行後の取締役の報酬限度額は、平成29年6月29日開催の第14回定時株主総
会決議により、取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額について年額400百万円以内、取締役（監
査等委員）の報酬限度額について80百万円以内と決議いただいております。

3.　監査等委員会設置会社移行前の報酬限度額は、平成19年6月28日開催の第4回定時株主総会決議によ
り、取締役の報酬限度額について年額400百万円以内、監査役の報酬限度額について年額60百万円以
内と決議いただいております。

4.　上記取締役（監査等委員を除く）の支給額には、当事業年度に係る役員賞与の支給見込額が含まれて
おります。

5.　上記取締役（監査等委員を除く）の支給額には、ストックオプションとして付与した新株予約権に係
る当事業年度中の費用計上額（取締役8名に対し44百万円）が含まれております。



４）社外役員に関する事項
他の法人等の社外役員の状況及び当事業年度における主な活動状況

地 位 及 び 氏 名 他の法人等の社外役員の状況 主 な 活 動 状 況

社外取締役
（監査等委員）
成　宮　憲　一

該当事項はありません。

当事業年度開催の取締役会10回全てに出席いたしま
した。
また、取締役（監査等委員）就任後開催の監査等委員
会7回全てに出席し、案件に応じ、経営経験者として
適切な助言・提言を行っております。

社外取締役
（監査等委員）
宮　下　正　彦

該当事項はありません。

当事業年度開催の取締役会10回全てに出席いたしま
した。
また、取締役（監査等委員）就任後開催の監査等委員
会7回全てに出席し、案件に応じ、弁護士として法的
観点から適切な助言・提言を行っております。

社外取締役
（監査等委員）
三　枝　隆　治

西日本三菱自動車販売株式会社
社外監査役
中部三菱自動車販売株式会社
社外監査役

取締役（監査等委員）就任後開催の取締役会7回全
て、監査等委員会7回全てに出席し、案件に応じ、経
営経験者として適切な助言・提言を行っております。

社外取締役
（監査等委員）
小野原　一　賀

該当事項はありません。
取締役（監査等委員）就任後開催の取締役会7回全
て、監査等委員会7回全てに出席し、案件に応じ、経
営経験者として適切な助言・提言を行っております。

(注)　西日本三菱自動車販売株式会社及び中部三菱自動車販売株式会社と当社との間に特別な関係はありません。



4 会計監査人に関する事項
１）会計監査人の名称

仰星監査法人

２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当社の当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 47百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 88百万円
(注)1.　当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引

法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ実質的にも区分できないため、上記報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しております。

　　2.　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務である、財務デューデリジ
ェンスに係る業務についての対価を支払っております。なお、上表下段の金額には当該対価を含んで
おります。

３）会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積も
りの算出根拠の適正性等について検証を行い、審議した結果、これらについて適切であると
判断したため、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第1項の同意を行ってお
ります。

４）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、法令及び基準等が定める会計監査人の独立性及び信頼性その他職務の遂
行に関する状況等を総合的に勘案し、再任または不再任の決定を行います。
　会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監査等
委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(注)　本事業報告中に記載しております数字は、金額、株数、出資比率、持株比率については表示単位未満を
切り捨て、その他は四捨五入により表示しております。



連結計算書類
連結貸借対照表 （平成30年3月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流動資産
現金預金
受取手形・完成工事未収入金等
リース投資資産
未成工事支出金等
繰延税金資産
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
のれん
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
退職給付に係る資産
その他
貸倒引当金

186,515
29,144
121,826
2,719
24,607
4,269
4,003
△54

141,676
102,748
30,591
16,171
47,592
164
8,228
10,063
5,969
4,094
28,863
12,956
1,000
399

11,370
3,304
△166

流動負債 82,836
支払手形・工事未払金等 59,749
短期借入金 106
未払法人税等 7,815
未成工事受入金 2,873
完成工事補償引当金 176
工事損失引当金 548
その他 11,566
固定負債 13,588
繰延税金負債 3,499
再評価に係る繰延税金負債 1,369
退職給付に係る負債 7,263
役員退職慰労引当金 271
その他 1,185
負債合計 96,424
（純　資　産　の　部）
株主資本 234,199
資本金 10,000
資本剰余金 60,883
利益剰余金 201,329
自己株式 △38,014
その他の包括利益累計額 △4,079
その他有価証券評価差額金 3,795
土地再評価差額金 △7,905
退職給付に係る調整累計額 30
新株予約権 513
非支配株主持分 1,134
純資産合計 231,767

資産合計 328,192 負債純資産合計 328,192
(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



連結損益計算書 （平成29年4月1日から平成30年3月31日まで） （単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 380,024
売上原価 326,591
売上総利益 53,433
販売費及び一般管理費 23,085
営業利益 30,347
営業外収益
受取利息 14
受取配当金 227
固定資産賃貸料 158
その他 248 647

営業外費用
支払利息 7
貸倒引当金繰入額 117
賃貸費用 86
遊休資産費用 31
自己株式取得費用 15
その他 29 288

経常利益 30,706
特別利益
固定資産売却益 16
投資有価証券売却益 0
貸倒引当金戻入額 927
その他 30 974

特別損失
固定資産除却損 83
減損損失 494
特別退職金 102
その他 139 819

税金等調整前当期純利益 30,861
法人税、住民税及び事業税 10,857
法人税等調整額 △440 10,417
当期純利益 20,444
非支配株主に帰属する当期純利益 53
親会社株主に帰属する当期純利益 20,390
(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



計算書類
貸借対照表 （平成30年3月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）
流動資産
現金預金
関係会社預け金
未収入金
繰延税金資産
その他

 固定資産
　有形固定資産
　 備品
　無形固定資産
 ソフトウェア
　投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
繰延税金資産
前払年金費用
その他

30,881
20

26,488
4,311
30
30

69,048
3
3
13
13

69,031
98

68,802
53
2
74

（負　債　の　部）
流動負債 16,766
関係会社預り金 11,014
未払法人税等 5,464
その他 288
固定負債 1
長期未払金 1
負債合計 16,767
（純　資　産　の　部）
株主資本 82,649
資本金 10,000
資本剰余金 101,703
資本準備金 10,000
その他資本剰余金 91,703
利益剰余金 9,153
その他利益剰余金 9,153
繰越利益剰余金 9,153

自己株式 △38,207
評価・換算差額等 △0
その他有価証券評価差額金 △0
新株予約権 513
純資産合計 83,162

資産合計 99,930 負債純資産合計 99,930
(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



損益計算書 （平成29年4月1日から平成30年3月31日まで） （単位：百万円）
科 目 金 額

営業収益
受取配当金  6,790
経営管理料  1,077  7,867

営業費用
一般管理費  1,079

営業利益  6,787
営業外収益
受取利息  31
未払配当金除斥益 5
法人税等還付加算金 22
その他 0 60

営業外費用
支払利息  9
自己株式取得費用  15
その他  1  27

経常利益 6,821
税引前当期純利益 6,821
法人税、住民税及び事業税 49
法人税等調整額 14 64
当期純利益 6,757
(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成30年5月11日
コムシスホールディングス株式会社
取　締　役　会　　御中

仰星監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 南　　成人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原　　伸夫 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 新島　敏也 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、コムシスホールディングス株式会社の平成29年4
月1日から平成30年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、コムシスホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成30年５月８日開催の取締役会におい
て、会社を株式交換完全親会社、NDS株式会社、株式会社SYSKEN、北陸電話工事株式会社を株式交換完全
子会社とする株式交換を実施することを各々決議するとともに、同日付で各々株式交換契約を締結した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上



会計監査人の監査報告
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成30年5月11日
コムシスホールディングス株式会社
取　締　役　会　　御中

仰星監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 南　　成人 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 原　　伸夫 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 新島　敏也 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、コムシスホールディングス株式会社の平成29
年4月1日から平成30年3月31日までの第15期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成30年５月８日開催の取締役会におい
て、会社を株式交換完全親会社、NDS株式会社、株式会社SYSKEN、北陸電話工事株式会社を株式交換完全
子会社とする株式交換を実施することを各々決議するとともに、同日付で各々株式交換契約を締結した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上



監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第15期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
　なお、当社は昨年開催の第14回定時株主総会におきまして、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社
に移行しましたが、平成29年4月1日から平成29年6月29日定時株主総会終了時までの監査については、当
該期間の各監査役が実施した監査内容を引継ぎ、その内容を検証の上で当事業年度の監査報告としておりま
す。

1.　監査の方法及びその内容
　　 監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。



2.　監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年5月17日
コムシスホールディングス株式会社　監査等委員会

監査等委員 西 山 　 剛 ㊞
監査等委員 上　脇　晃一郎 ㊞
監査等委員 成 宮 憲 一 ㊞
監査等委員 宮 下 正 彦 ㊞
監査等委員 三 枝 隆 治 ㊞
監査等委員 小野原　一　賀 ㊞

(注)　監査等委員　成宮憲一、宮下正彦、三枝隆治及び小野原一賀は、会社法第2条第15号及び第331条第
6項に規定する社外取締役であります。

以　上



会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日に当社役員が保有する新株予約権等の内容の概要
①　新株予約権の概要

名　　称
(発行決議日)

新株予約
権 の 数

目的となる
株　式　の
種類及び数

発 行 価 額
(1個当たり)

権利行使時
払 込 金 額
(1株当たり)

権利行使期間

第3回新株予約権
(平成21年8月7日) 53個 普通株式

5,300株 94,592円 1円 平成21年8月25日～
平成51年8月24日

第4回新株予約権
(平成22年8月10日) 72個 普通株式

7,200株 60,504円 1円 平成22年8月27日～
平成52年8月26日

第5回新株予約権
(平成23年8月10日) 109個 普通株式

10,900株 63,193円 1円 平成23年8月27日～
平成53年8月26日

第6回新株予約権
(平成24年8月8日) 208個 普通株式

20,800株 86,291円 1円 平成24年8月25日～
平成54年8月24日

第7回新株予約権
(平成24年8月8日) 195個 普通株式

19,500株 無償 1,005円 平成26年8月29日～
平成30年8月28日

第8回新株予約権
(平成25年8月6日) 225個 普通株式

22,500株 107,501円 1円 平成25年8月24日～
平成55年8月23日

第9回新株予約権
(平成25年8月6日) 236個 普通株式

23,600株 無償 1,366円 平成27年8月24日～
平成31年8月23日

第10回新株予約権
(平成26年8月5日) 156個 普通株式

15,600株 174,630円 1円 平成26年8月23日～
平成56年8月22日

第11回新株予約権
(平成26年8月5日) 1,169個 普通株式

116,900株 無償 1,969円 平成28年8月23日～
平成32年8月22日

第12回新株予約権
(平成27年8月6日) 265個 普通株式

26,500株 139,245円 1円 平成27年8月22日～
平成57年8月21日

第13回新株予約権
(平成27年8月6日) 2,907個 普通株式

290,700株 無償 1,928円 平成29年8月22日～
平成36年8月21日

第14回新株予約権
(平成28年8月5日) 426個 普通株式

42,600株 170,565円 1円 平成28年8月24日～
平成58年8月23日

第15回新株予約権
(平成28年8月5日) 3,675個 普通株式

367,500株 無償 1,923円 平成30年8月24日～
平成37年8月23日

第16回新株予約権
(平成29年8月4日) 368個 普通株式

36,800株 204,667円 1円 平成29年8月24日～
平成59年8月23日

第17回新株予約権
(平成29年8月4日) 3,865個 普通株式

386,500株 無償 2,404円 平成31年8月24日～
平成38年8月23日



②　当社役員が保有する新株予約権の状況
名　　称
(発行決議日) 保 有 者 数 保 有 数 目的となる株式の数

第3回新株予約権
(平成21年8月7日) 取締役（監査等委員を除く） 1名 53個 5,300株

第4回新株予約権
(平成22年8月10日) 取締役（監査等委員を除く） 1名 72個 7,200株

第5回新株予約権
(平成23年8月10日) 取締役（監査等委員を除く） 1名 109個 10,900株

第6回新株予約権
(平成24年8月8日) 取締役（監査等委員を除く） 2名 187個 18,700株

第7回新株予約権
(平成24年8月8日) 取締役（監査等委員を除く） 0名 0個 0株

第8回新株予約権
(平成25年8月6日) 取締役（監査等委員を除く） 4名 211個 21,100株

第9回新株予約権
(平成25年8月6日) 取締役（監査等委員を除く） 0名 0個 0株

第10回新株予約権
(平成26年8月5日) 取締役（監査等委員を除く） 4名 134個 13,400株

第11回新株予約権
(平成26年8月5日)

取締役（監査等委員を除く）
取締役（監査等委員）

6名
1名

309個
45個

30,900株
4,500株

第12回新株予約権
(平成27年8月6日) 取締役（監査等委員を除く） 6名 209個 20,900株

第13回新株予約権
(平成27年8月6日)

取締役（監査等委員を除く）
取締役（監査等委員）

9名
2名

659個
130個

65,900株
13,000株

第14回新株予約権
(平成28年8月5日) 取締役（監査等委員を除く） 10名 323個 32,300株

第15回新株予約権
(平成28年8月5日)

取締役（監査等委員を除く）
取締役（監査等委員）

10名
1名

900個
80個

90,000株
8,000株

第16回新株予約権
(平成29年8月4日) 取締役（監査等委員を除く） 10名 245個 24,500株

第17回新株予約権
(平成29年8月4日) 取締役（監査等委員を除く） 10名 970個 97,000株

(注)　監査等委員である取締役が保有している新株予約権は、監査等委員である取締役就任前に付与されたも
のであります。



（2）当事業年度中に子会社取締役及び執行役員に対して交付された新株予約権等の内容の概要
イ．平成29年8月4日開催の取締役会決議により発行した第16回新株予約権の状況
①　新株予約権の数 368個
②　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
③　新株予約権の目的となる株式の数 36,800株
④　新株予約権の発行価額（1個当たり） 204,667円
⑤　権利行使時の払込金額（1株当たり） 1円
⑥　権利行使期間 平成29年8月24日から平成59年8月23日まで
⑦　新株予約権の行使の条件
　新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役（監
査等委員である取締役を除く。）または当社完全子会社の取締役の地位に基づき割当てを
受けた新株予約権につき、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）または当社
完全子会社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間以内に、新株予約権を行使する
ことができるものとする。但し、新株予約権者が当社の取締役（監査等委員である取締役
を除く。）または当社完全子会社の取締役の地位にある場合においても、平成58年8月24
日以降においては新株予約権を行使することができるものとする。
　なお、その他の条件については、新株予約権割当契約に定めるところによる。
⑧　子会社取締役への交付状況

交 付 者 数 新 株 予 約 権 の 数 目的となる株式の数
子会社取締役 　　　29名 187個 18,700株



ロ．平成29年8月4日開催の取締役会決議により発行した第17回新株予約権の状況
①　新株予約権の数 3,865個
②　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
③　新株予約権の目的となる株式の数 386,500株
④　新株予約権の発行価額（1個当たり） 無償
⑤　権利行使時の払込金額（1株当たり） 2,404円
⑥　権利行使期間 平成31年8月24日から平成38年8月23日まで
⑦　新株予約権の行使の条件
　新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時にお
いて当社または当社子会社の取締役、監査役、執行役員または従業員のいずれかの地位を
有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年または会社都合による退職
の場合はこの限りではない。
　なお、その他の条件については、新株予約権割当契約に定めるところによる。
⑧　子会社取締役及び執行役員への交付状況

交 付 者 数 新 株 予 約 権 の 数 目的となる株式の数
子会社取締役 　　　24名 1,285個 128,500株
子会社執行役員 　　40名 1,610個 161,000株

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。



業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　当社は、平成29年6月29日開催の株主総会において監査等委員会設置会社に移行したことに
伴い、同日開催の取締役会にて業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針（「内
部統制システム構築の基本方針」）を一部改定する決議をいたしました。
　改定後の当該基本方針の内容は次のとおりであります。

（1）当社及びコムシスグループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制
①　当社は、コムシスグループ全体で共有する「コンプライアンス・プログラム」を制定し、
その枠組みの中で「コンプライアンス行動指針」を定め、「コンプライアンス委員会」を
設置する。
②　「コンプライアンス委員会」は、コムシスグループのコンプライアンス全体を統括し、
コムシスグループ全体のコンプライアンス・マインドの向上、コンプライアンス体制の確
立に取り組む。
③　当社は、コムシスグループ全体を対象とする内部通報窓口を社内及び社外（法律事務所）
に設置し、コムシスグループの使用人等からの通報による法令に違反する恐れのある事実
等の報告を把握するとともに、公益通報者保護法に基づき通報者が不利益を被ることのな
い体制を整備し未然防止に取り組む。
④　内部統制監査部は、コムシスグループ各社に対し内部監査を実施し、業務遂行の適法性・
妥当性等を確保する。
⑤　当社及びコムシスグループは、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切
の関係を遮断する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、法令及び社内規程に従い、取締役の職務の執行に係る文書・記録等を適切に保存
及び管理する。

（3）当社及びコムシスグループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社は、事業を取り巻くビジネスリスクを含む事業に重大な影響を与えるリスクに対応
するため、リスクマネジメント体制を強化する。
②　当社は、コムシスグループ全体を統括する「リスク管理委員会」を設置するとともに、
「リスク管理基本方針」等を策定し、コムシスグループのリスクマネジメントを推進する
体制とする。



（4）当社及びコムシスグループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
①　当社は、定例取締役会と必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項及び
経営に関する重要事項について意思決定を行う体制とする。
②　当社は、子会社が行う重要な業務執行について、「グループ会社運営基準」に基づき、
当社の経営会議及び取締役会で審議・報告する体制とする。

（5）当社及びコムシスグループにおける業務の適正を確保するための体制
①　当社は、コムシスグループの主要な子会社である統括事業会社に対し、「コムシスグル
ープ協定」に基づき経営管理を行う。また、統括事業会社は、統括事業会社が直接出資す
る子会社の経営を管理し、当社は統括事業会社が行う経営管理について、必要に応じて指
導・助言を行うグループ運営体制とする。
②　当社は、コムシスグループ各社の社長で構成される「コムシスグループ社長会」を定期
的に開催し、経営方針・施策の周知徹底を図る。

（6）監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）からの独立性に関する事項
　当社は、監査等委員の職務を補助すべき使用人を求められた場合には、監査等委員と協議
し、組織、使用人の設置を行う。当該使用人の人事考課、異動等については、監査等委員と
事前協議のうえ、実施する。

（7）取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に関す
る体制
①　監査等委員は、取締役会に加え、経営会議、リスク管理委員会等の当社の重要会議に定
例メンバーとして出席し、経営上の重要な情報について随時報告を受けられる体制とする。
②　当社及びコムシスグループの取締役及び使用人は、コムシスグループの業務または業績
に影響を与える重要な事項について、監査等委員に報告を行う体制とする。
③　監査等委員が必要と判断したときは、いつでも当社及びコムシスグループの取締役及び
使用人に対して報告を求めることができる体制とする。
④　監査等委員に報告を行った者が、当該事項を報告したことを理由として不当な扱いを受
けないことを確保する体制とする。



（8）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員は、当社の社長と定期的にミーティングを開催し、業務執行の課題等につい
て監査等委員が意見または情報を交換できる体制とする。
②　監査等委員は、会計監査人や内部統制監査部と緊密な連携等を図り、監査等委員会の策
定した監査計画が円滑かつ効果的に実施できる体制とする。
③　監査等委員は、統括事業会社の監査役と定期的に会議を開催し、グループ監査の実効性
を確保する。
④　当社は、監査等委員の職務を執行するうえで必要な費用は請求により速やかに支払うも
のとする。



内部統制システムの運用状況の概要
　当社は、平成29年6月29日開催の株主総会において監査等委員会設置会社に移行しており、下
記の「（6）監査等委員への報告体制」については、移行後の運用状況の概要を記載しておりま
すが、移行前においても、監査役に対して同様の体制を整備・運用しております。

（1）内部統制システム全般
　内部統制監査部は、コムシスグループ各社に対し、業務遂行の適法性・妥当性を確保する
ために、監査計画に基づき内部監査を実施しております。その監査結果については、代表取
締役社長及び監査等委員に報告するとともに、経営会議に報告し、必要に応じて再発防止策
等の協議を実施しております。

（2）コンプライアンス体制
　当社は、コムシスグループ全体で共有する「コンプライアンス・プログラム」に基づき、
「コンプライアンス委員会」を当事業年度におきまして4回開催し、統括事業会社及び統括
事業会社が直接出資する子会社におけるコンプライアンス体制・状況等について報告を受け
ております。また、重要な法令等違反が発生した場合もしくは発生の恐れがある場合には、
各統括事業会社と連携し、調査・是正・勧告措置を実施しております。
　内部通報体制については、社内通報に関する規程を定め、コムシスグループ全体を対象と
する通報窓口を社内と社外（法律事務所）に設置しており、法令に違反する恐れのある事実
等の把握に努めております。その通報内容については、コンプライアンス委員会に報告して
おります。

（3）取締役の職務執行
　当社は、当事業年度におきまして定例取締役会を10回開催いたしました。法令で定められ
た事項及び経営に関する重要事項については、事前に経営会議にて議論したうえで、取締役
会に付議しており、取締役会では活発な議論・意見交換がなされ、意思決定及び監督の実効
性の確保に努めております。また、取締役会議事録は、法令及び社内規程に従い、適切に保
存及び管理しております。



（4）リスク管理体制
　当社は、コムシスグループのリスクマネジメントを推進するために「リスク管理基本方針」
に基づき策定した「リスク管理規程」において、リスクマネジメントに関する基本的事項を
定めております。また、コムシスグループ全体を統括する「リスク管理委員会」を設置して
おり、必要に応じて開催する体制としております。このような体制のもと、日頃から事業活
動に付随するリスクを適切に把握し、危機発生の回避と万一の場合の事前準備を社会的責任
の一つとして受け止め、リスクマネジメント体制の強化に努めております。

（5）グループ会社の経営管理
　当社は、「コムシスグループ協定」に基づき「グループ会社運営基準」を定め、コムシス
グループの経営管理として、コムシスグループの子会社が行う重要な業務執行については、
当社の経営会議及び取締役会で審議・報告を実施しております。また、統括事業会社は、統
括事業会社が直接出資する子会社の経営を管理し、当社は統括事業会社が行う経営管理につ
いて、必要に応じて指導・助言を実施しております。
　さらに、コムシスグループ各社への経営方針・施策等の周知徹底のため、「コムシスグル
ープ社長会」を当事業年度におきましては、2回開催いたしました。

（6）監査等委員への報告体制
　当社は、監査等委員に対する業務上の重要な事項の報告を適正に実施しており、さらに監
査等委員は取締役及び使用人に対して積極的に必要な報告を求めております。
　監査等委員への重要な事項の報告については、監査等委員が取締役会、経営会議、リスク
管理委員会等の重要会議に定例メンバーとして出席し必要な情報を得るほか、コムシスグル
ープの業務または業績に影響を与える重要な事項に関する必要な情報の報告を実施しており
ます。また、監査等委員は統括事業会社の監査役と定期的に会合を実施し、連携を強化して
いるほか、関連する部門へ情報や資料を求め、情報提供を求められた部門は要請に基づく情
報や資料を適宜提供しております。さらに、監査等委員は代表取締役社長と定例的なミーテ
ィングの開催や会計監査人・内部統制監査部との緊密な連携等により、業務執行が適正かつ
効率的に実施されているかを常に監視できる体制を築いております。



連結株主資本等変動計算書
(平成29年 4 月 1 日から平成30年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 10,000 52,525 186,195 △41,028 207,692
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △5,082 △5,082
親会社株主に帰属する
当期純利益 20,390 20,390
自己株式の取得 △8,003 △8,003
自己株式の処分 244 700 944
子会社の自己株式の取得
による持分の変動 104 104
連結範囲の変動 △88 △88
株式交換による増加 8,009 10,317 18,326
土地再評価差額金の取崩 △84 △84
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― 8,358 15,134 3,013 26,506
当期末残高 10,000 60,883 201,329 △38,014 234,199

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 2,666 △7,990 △650 △5,974 578 647 202,943
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △5,082
親会社株主に帰属する
当期純利益 20,390
自己株式の取得 △8,003
自己株式の処分 944
子会社の自己株式の取得
による持分の変動 104
連結範囲の変動 △88
株式交換による増加 18,326
土地再評価差額金の取崩 △84
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 1,129 84 681 1,895 △65 486 2,317

連結会計年度中の変動額合計 1,129 84 681 1,895 △65 486 28,823
当期末残高 3,795 △7,905 30 △4,079 513 1,134 231,767
(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1.　連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 40社
主要な連結子会社の名称 日本コムシス株式会社、サンワコムシスエンジニアリング株式会

社、株式会社ＴＯＳＹＳ、株式会社つうけん、コムシス情報シス
テム株式会社
　前連結会計年度において非連結子会社であった東亜建材工業株
式会社は、重要性が増したため連結の範囲に含めております。ま
た、当社を株式交換完全親会社とし、株式会社カンドーを株式交
換完全子会社とする株式交換を実施したことに伴い、同社及びそ
の子会社である東京ガスライフバルカンドー株式会社を連結の範
囲に含めております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
非連結子会社の数 15社
主要な非連結子会社の名称 日新電話設備株式会社
連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用会社の数 該当なし
（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用しない非連結子会社の数 15社
持分法を適用しない関連会社の数 6社
主要な会社の名称 日新電話設備株式会社
持分法を適用していない理由
　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社40社の決算日は連結決算日と一致しております。



4.　会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法

②　たな卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております｡
・未成工事支出金 個別法による原価法
・商品 移動平均法による原価法
・材料貯蔵品 移動平均法による原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取
得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡
　　建　物　7年～50年
　　構築物　7年～45年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採
用しております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。



（3）重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　完成工事補償引当金
　完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に
基づいて計上しております。

③　工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事の損失見込額を計上
しております。

④　役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社は役員の退職慰労金支給に備えるため、会社内規に基づく期末要支給額を計上して
おります。



（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
　　（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており
　　ます。

②　退職給付に係る会計処理の方法
　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年
　金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合
　には、退職給付に係る資産）として計上しております。
　　過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ
　る定額法により費用処理しております。
　　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
　一定の年数（15～16年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
　処理しております。
　　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部にお
　けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方
　法については、給付算定式基準によっております。

③　のれんの償却方法及び償却期間
　　のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却しております。ただし、金
　額が僅少なものについては、発生年度に一括償却しております。

④　消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

⑤　連結納税制度の適用
　　当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。



表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書関係）
　前連結会計年度において、区分掲記しておりました営業外収益の「貸倒引当金戻入額」「為替差益」は、金
額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示しております。
　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に区分して表示しておりました「貸倒引当金繰入額」は、
金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

連結貸借対照表に関する注記

1.　有形固定資産の減価償却累計額 50,684百万円

2.　受取手形裏書譲渡高 75百万円

3.　土地の再評価
　連結子会社である日本コムシス株式会社は、土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日法律第34号・
最終改正平成17年7月26日法律第87号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、｢土地再評価差額金」を
純資産の部に計上しております。
・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日政令第

119号・最終改正平成18年1月27日政令第12号）第2条第4号
に定める評価額に合理的な調整を行って算定しております。

・再評価を行った年月日 平成14年3月31日
・再評価を行った土地の期末における
　時価と再評価後の帳簿価額との差額 2,592百万円



連結損益計算書に関する注記

1.　特別利益
貸倒引当金戻入額
　貸倒引当金戻入額は、海外子会社と発注者である海外ＪＶとの和解成立に伴い、工事代金の一部返済を受
け計上したものであります。

2.　特別損失
減損損失
当連結会計年度において、以下のとおり減損損失を計上しております。

（単位：百万円）
セグメント 用　途 種　類 場　所 減 損 損 失

日本コムシス
グループ

事業用資産 建物等 大阪府大阪市 332
遊休資産 土地・建物等 東京都中野区 88
遊休資産 建物等 神奈川県横浜市 30
事業用資産 建物等 神奈川県厚木市 17
事業用資産 建物等 徳島県阿南市 15
遊休資産 土地・建物等 岐阜県高山市 9

合　　計 494
　当社グループは、事業用資産については事務所等の管理会計上の区分を基準として資産のグルーピングを行い、
遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングを行っております。
　「日本コムシスグループ」については、遊休または使用用途の変更となった土地・建物等について帳簿価額を
回収可能価額まで減額しております。



連結株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式に関する事項
株式の種類 当期首株式数 増　　　　加 減　　　　少 当期末株式数

普通株式（株） 141,000,000 ― ― 141,000,000

2.　自己株式に関する事項
株式の種類 当期首株式数 増　　　　加 減　　　　少 当期末株式数

普通株式（株） 31,865,224 3,008,741 8,451,194 26,422,771

3.　配当に関する事項
（1）配当金支払額

決　　議 株式の
種　類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

平成29年6月29日
定時株主総会（注）1 普通株式 2,183 20.00 平成29年3月31日 平成29年6月30日

平成29年11月7日
取締役会（注）2 普通株式 2,900 25.00 平成29年9月30日 平成29年12月5日

（注）1　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（0百万円）を含めております。
2　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（1百万円）を含めております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成30年6月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

決　　議 株式の
種　類

配当の
原　資

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

平成30年6月26日
定時株主総会（注） 普通株式 利益

剰余金 2,865 25.00 平成30年3月31日 平成30年6月27日

（注）連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（1百万円）を含めております。

4.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる株式の種
類及び数

 普通株式　　　　　 638,900株



金融商品に関する注記

1.　金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループファイナンス及び銀行借入によ
り資金を調達しております。
　受取手形及び完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って
おります。
　また、当社グループはデリバティブ取引を行っておりません。

2.　金融商品の時価に関する事項
　平成30年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま
す。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額（※） 時　価 差　額

（1）現金預金 29,144 29,144 ―
（2）受取手形・完成工事未収入金等 121,826 121,826 ―
資産計 150,970 150,970 ―
（3）支払手形・工事未払金等 (59,749) (59,749) ―
負債計 (59,749) (59,749) ―
（※） 負債に計上されているものについては（　）で示しております。
（注） 金融商品の時価の算定方法に関する事項
（1）現金預金、並びに（2）受取手形・完成工事未収入金等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額
にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております｡

　(3)　支払手形・工事未払金等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 2,008円42銭
1株当たり当期純利益 178円64銭



重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）
当社は、平成30年5月8日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用さ
れる同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について次のとおり決議いたしました。

（1）　自己株式の取得を行う理由 株主への一層の利益還元と企業環境の変化に対応した
機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式の
取得を行うものであります。

（2）　取得対象株式の種類 当社普通株式

（3）　取得し得る株式の総数 200万株（上限）

（4）　取得価額の総額 50億円（上限）

（5）　取得期間 平成30年5月9日から平成31年3月31日まで

（株式交換による完全子会社化）
平成30年５月８日に開催された取締役会において、当社は、(Ⅰ)当社を株式交換完全親会社、ＮＤＳ株式
会社を株式交換完全子会社とする株式交換、(Ⅱ)当社を株式交換完全親会社、株式会社ＳＹＳＫＥＮを株式
交換完全子会社とする株式交換、(Ⅲ)当社を株式交換完全親会社、北陸電話工事株式会社を株式交換完全子
会社とする株式交換を実施することを各々決議するとともに、同日付で各々株式交換契約を締結しました。
本株式交換は、いずれも平成30年10月１日を効力発生日として実施する予定です。
また、この株式交換の結果、ＮＤＳ株式会社、株式会社ＳＹＳＫＥＮ、北陸電話工事株式会社は、平成30
年９月26日に上場廃止となる予定です。

（１）企業結合の概要
①　被取得企業の名称及びその事業の内容、規模
ＮＤＳ株式会社（総合エンジニアリング事業、ＩＣＴソリューション事業、住宅不動産事業）
グループの総資産、売上高は以下のとおりです。
総資産　70,959百万円　（平成30年3月期）
売上高　78,013百万円　（平成30年3月期）

株式会社ＳＹＳＫＥＮ（情報電気通信事業、総合設備事業、その他）
グループの総資産、売上高は以下のとおりです。
総資産　24,052百万円　（平成30年3月期）
売上高　28,088百万円　（平成30年3月期）



北陸電話工事株式会社（通信建設事業、情報システム事業）
グループの総資産、売上高は以下のとおりです。
総資産　10,270百万円　（平成30年3月期）
売上高　13,447百万円　（平成30年3月期）

②　企業結合を行う主な理由
ＮＤＳグループは、東海・北陸圏においてＮＴＴグループをはじめとする通信事業者の通信インフラ
ネットワーク構築を担っている他、東海・北陸圏に加え首都圏・関西圏において、官公庁及び一般企業
からの通信設備・電気・土木等の工事請負、ＩＣＴ関連事業、半導体製造装置設置・保守事業、情報シ
ステム開発事業、交通系電子マネー決済事業等の拡大に注力しております。
ＳＹＳＫＥＮグループは、ＮＴＴインフラ構築事業、総合設備構築事業を事業の柱として多方面に亘
る事業展開を進めており、ＮＴＴグループをはじめとする情報通信インフラや電気・空調などの総合設
備分野において主に九州を中心に営業展開している企業として地域の活性化や発展に注力しておりま
す。
北陸電話工事グループは、北陸エリアを主たる基盤としてＮＴＴグループをはじめとする通信事業者
の通信インフラネットワーク構築を中核事業としており、加えて公共及び一般のお客様に向けたネット
ワーク構築や電線類地中化工事、太陽光発電設備構築などの通信建設事業、ソフト開発やデータ放送関
連などの情報システム関連事業にも注力しております。
当社は、本株式交換により、当社と各グループが持つ技術力を相互補完することで、通信、電気、ガ
ス、水道などのインフラ設備建設のサービスラインナップの拡充や、当社と各対象会社グループが安定
的かつ継続的に発展するための人材交流、施工・安全品質マネジメントノウハウ及びＩＴプラットフォ
ームの共有・活用による効率化など、ＣＨＤグループとＮＤＳグループ、ＳＹＳＫＥＮグループ及び北
陸電話工事グループのそれぞれの強みを活かして広範囲にわたって事業展開することでシナジーの最
大化を追求し、グループとしての成長戦略を強力に推進することによって企業価値の一層の向上を図っ
てまいります。

③　企業結合予定日　　　　　いずれも平成30年10月１日
④　企業結合の法的形式　　　いずれも株式交換
⑤　結合後企業の名称　　　　ＮＤＳ株式会社、株式会社ＳＹＳＫＥＮ、北陸電話工事株式会社
⑥　取得する議決権比率　　　いずれも100％
⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が株式交換により議決権の100％を取得し、いずれも完全子会社化することによるものでありま
す。



（２）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付する株式数
①　株式の種類別の交換比率

以下のとおり各社の普通株式に対し、当社の普通株式を割当て交付いたします。
ＮＤＳ株式会社　　　　 　 2.07株
株式会社ＳＹＳＫＥＮ　 　 1.04株
北陸電話工事株式会社　　0.178株

②　交換比率の算定方法
本株式交換に用いられる各株式交換比率の算定にあたっては、公平性・妥当性を確保するため、当社
及び各対象会社が、それぞれ依頼した、独立した第三者算定機関による各算定・分析結果を参考に、当
社及び各対象会社が実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて、当社及び各対象会社の財務
の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因をそれぞれ総合的に勘案し、当社と各対象会社との間で個
別に協議・交渉を行い、決定しております。

（注）未確定の項目については、記載を省略しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



株主資本等変動計算書
(平成29年 4 月 1 日から平成30年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
繰越利益剰余金

 当期首残高 10,000 10,000 83,524 93,524 7,479
 事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △5,083
　当期純利益 6,757
　自己株式の取得
　自己株式の処分 239 239
　株式交換による増加 7,939 7,939
　 株主資本以外の項目の事業
　 年度中の変動額（純額)
 事業年度中の変動額合計 － － 8,178 8,178 1,673
 当期末残高 10,000 10,000 91,703 101,703 9,153

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株予約権 純 資 産

合 計自己株式 株主資本
合　　計

その他有価証券
評価差額金

 当期首残高 △41,295 69,709 △0 578 70,287
 事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △5,083 △5,083
　当期純利益 6,757 6,757
　自己株式の取得 △8,003 △8,003 △8,003
　自己株式の処分 704 944 944
　株式交換による増加 10,387 18,326 18,326
　 株主資本以外の項目の事業
　 年度中の変動額（純額) △0 △65 △65

 事業年度中の変動額合計 3,088 12,940 △0 △65 12,874
 当期末残高 △38,207 82,649 △0 513 83,162
(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

2.　固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　定率法を採用しております。
（2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（5年）に基づく定額法を採用しております。

3.　引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

4.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
（2）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。



貸借対照表に関する注記

1.　有形固定資産の減価償却累計額 5百万円

2.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 30,800百万円
長期金銭債権 74百万円
短期金銭債務 11,173百万円

3.　取締役に対する金銭債務 1百万円



損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　　営業収益 7,867百万円
　　営業費用 30百万円
　営業取引以外の取引による取引高 40百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　普通株式 26,382,145株

税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産
　　長期未払金 0百万円
　　株式報酬費用 53百万円
　　未払金 23百万円
　　その他有価証券評価差額金 0百万円
　　未払事業税等 6百万円
　　繰延税金資産合計 84百万円

　繰延税金負債
　　前払年金費用 △0百万円
　　繰延税金負債合計 △0百万円
　繰延税金資産の純額 83百万円



関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

属　性 会 社 名 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（注）4 科　　目 期末残高
（注）4

子会社 日本コムシス㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 11,811
役員の兼任 利息の受取 7 未収入金 1,981
資金の寄託 配当金受取 4,855

経営管理料 （注）2 616
子会社株式の売却（注）3 18,326

子会社 サンワコムシスエンジニアリング㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 131
役員の兼任 配当金受取 525
資金の受託 経営管理料 （注）2 159

子会社 ㈱ＴＯＳＹＳ 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 4,218
役員の兼任 配当金受取 360
資金の寄託 経営管理料 （注）2 105

子会社 ㈱つうけん 直接100％ 経営管理の契約 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 1,826
役員の兼任 配当金受取 824
資金の寄託 経営管理料 （注）2 154

子会社 コムシス情報システム㈱ 直接100％ 経営管理の契約 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 1,252
役員の兼任 配当金受取 226
資金の受託 経営管理料 （注）2 42

子会社 コムシスシェアードサービス㈱ 直接100％ 業務の一部委託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 50
役員の兼任
資金の受託

子会社 コムシスエンジニアリング㈱ 間接100％ 資金の受託 資金の受託 （注）1 － 関係会社預り金 1,872
子会社 コムシス通産㈱ 間接100％ 事務用機器等の 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 1,402

リース契約
資金の寄託

子会社 ㈱日本エコシステム 間接100％ 資金の寄託 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 2,070
子会社 ㈱つうけんアクト 間接100％ 資金の寄託 資金の寄託 （注）1 － 関係会社預け金 3,738

利息の受取 7
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.　資金の受託及び寄託による利率については、市場金利を勘案して決定しております。
　　　　　なお、この取引に係る金額については、反復かつ継続的に行っているため記載を省略しております。

2.　基本契約書等に定める役務提供割合に応じて合理的に決定しております。
3.　カンドー株式の売却金額については、第三者機関による株価算定を参考に協議の上、決定しております。
4.　取引金額には、消費税等を含めておりません。また、期末残高には、消費税等を含めております。



1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 721円08銭
1株当たり当期純利益 59円18銭

重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）
当社は、平成30年5月8日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用さ
れる同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について次のとおり決議いたしました。

（1）　自己株式の取得を行う理由 株主への一層の利益還元と企業環境の変化に対応した
機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式の
取得を行うものであります。

（2）　取得対象株式の種類 当社普通株式

（3）　取得し得る株式の総数 200万株（上限）

（4）　取得価額の総額 50億円（上限）

（5）　取得期間 平成30年5月9日から平成31年3月31日まで

（株式交換による完全子会社化）
連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」と同一であるため、当該項目をご参照ください。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。




